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事
業
計
画
の
内
容

65
歳
以
上
の
高
齢
者
人
口

65
歳
以
上
の
高
齢
者
人
口
は
、
今

後
少
し
ず
つ
増
え
て
い
く
と
予
想
さ

れ
ま
す
。
特
に
75
歳
以
上
の
後
期
高

齢
者
の
人
口
増
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

要
介
護
の
認
定
を
受
け
る
人
の
数

65
歳
以
上
の
高
齢
者
人
口
の
増
加

に
比
べ
、
後
期
高
齢
者
の
増
加
が
大

き
く
な
る
た
め
、
今
後
、
要
介
護
認

定
を
受
け
る
人
が
増
え
て
い
く
と
予

想
さ
れ
ま
す
。

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
に
伴
う
保
険

給
付
額

要
介
護
の
認
定
を
受
け
る
人
が
増

え
る
と
、
介
護
サ
ー
ビ
ス
を
受
け
る

人
も
増
え
、
そ
れ
に
伴
い
保
険
給
付

額
も
増
え
る
と
予
想
さ
れ
ま
す
。

地
域
支
援
事
業

市
内
６
カ
所
に
高
齢
者
を
支
援
す

る
地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー
を
設
置

す
る
と
と
も
に
、
介
護
を
受
け
な
く

て
も
地
域
で
生
活
す
る
こ
と
が
出
来

る
状
態
に
な
る
よ
う
介
護
予
防
に
重

点
を
置
い
た
事
業
を
展
開
し
ま
す
。

介
護
関
連
施
設
の
整
備

デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン
タ
ー
、
グ
ル

ー
プ
ホ
ー
ム
、
介
護
老
人
福
祉
施
設

な
ど
の
整
備
を
行
い
ま
す
。

保
険
料
が
上
が
り
ま
す

介
護
保
険
事
業
を
行
う
た
め
の
財

源
の
内
訳
は
グ
ラ
フ
の
と
お
り
で
す
。

皆
さ
ん
が
納
め
る
介
護
保
険
料(

全

体
の
50
％)

、
国(

同
20
％)

、
県(

同

12
・
５
％)

、
市(

同
12
・
５
％)

な

ど
と
な
っ
て
い
ま
す
。

で
は
、
ど
う
し
て
保
険
料
を
上
げ

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
の
で
し
ょ
う
か
。

要
介
護
者
が
増
え
て
い
る

(

表
１)

高
齢
化
の
進
行
に
と
も
な
い
、
要

介
護
者
数
が
増
え
て
い
ま
す
。

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
が
増
え
て
い

る

(

表
２)

介
護
保
険
制
度
の
定
着
と
と
も

に
、
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
人
の
数

や
サ
ー
ビ
ス
を
利
用
す
る
回
数
や
種

類
な
ど
が
増
え
て
い
ま
す
。

在
宅
・
施
設
サ
ー
ビ
ス
の
基
盤
を
整

備
し
ま
す

在
宅
・
施
設
サ
ー
ビ
ス
を
よ
り
充

実
さ
せ
る
た
め
に
、
介
護
関
連
施
設

な
ど
を
計
画
的
に
整
備
し
て
い
く
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　市では平成18年度から平成20年度までの３年間の「第３期介護保険事業計画」を策定しました。
　この介護保険事業計画とは、市内の高齢者が、自立した生活を少しでも長く営むことが出
来るようにするために、どのような介護サービスがどれくらい必要なのか、またそのための
保険料負担はどのくらいになるのかを想定し、介護保険事業を円滑に進めるための計画です。

第１号保険料
19％

調整交付金 ５％

国負担金
20％

都道府県負担金
12.5％第２号保険料

31％ 市町村
負担金
12.5％

介護保険
財源内訳

（グラフ）

（表２）保険給付額

（表３）第３期の給付見込額と保険料など

（表１）要介護認定者数

計要介護
５

要介護
４

要介護
３

要介護
２

要介護
１

要支援

平成15年度

平成16年度

平成17年度

平均増加率

500

520

486

－1.4%

1,148

1,205

1,298

6.5%

493

498

533

4.1%

434

489

478

5.1%

564

538

577

1.2%

501

538

532

3.1%

3,640

3,788

3,904

3.6%

34億6,189

31億1,463

4,000

1,202

66億2,854

（万円）

（人）

65歳以上人口

標準給付費見込額

地域支援事業費

年額保険料（月額保険料）

（参考）
第２期年額保険料

（月額保険料）

平成18年度

平成20年度

31億7,348

30億2,146

3,800

1,001

62億4,295

平成19年度

29億4,474

30億2,146

3,500

835

60億0,955

平成18年度

24億8,025

31億6,818

2,847

874

56億8,565

平成17年度見込

21億4,970

31億5,989

3,162

742

53億4,862

平成16年度

18億9,487

31億5,228

3,286

840

50億8,841

平成15年度

在宅サービス

施設サービス

高額介護サービス

審査支払手数料

計

平成19年度 平成20年度
24,152人

60億0,955万円
1億1,680万円

24,382人
62億4,295万円
1億4,150万円

50,340円
44,436円
41,400円
39,600円

24,540人
66億2,854万円
1億7,920万円
（4,195円）
（3,703円）
（3,450円）
（3,300円）

大 館 市

旧比内町

旧田代町

第
３
期
の
給
付
見
込
み
額
な
ど

を
ま
と
め
た
も
の
が
、
表
３
で
す
。

所
得
段
階
に
応
じ
た
介
護
保
険
料

は
、
左
の
表
の
額
と
な
り
ま
す
。

標
準
保
険
料
は
上
が
り
ま
す
が
、

こ
れ
ま
で
よ
り
も
段
階
を
増
や
し
、

低
所
得
者
層
へ
配
慮
し
て
い
ま
す
。

所得段階に応じた介護保険料額

第１段階 

第２段階 

第３段階 

第４段階 

第５段階 

第６段階 

年額20,136円

年額26,676円

年額32,724円

年額50,340円

年額67,956円

年額80,544円

基準額×0.4

基準額×0.53

基準額×0.65

基準額

基準額×1.35

基準額×1.6

生活保護受給者、老齢福祉年金受給者で世帯全
体が市民税非課税
世帯全体が市民税非課税で、合計所得金額＋課
税年金収入額が 万円以下

世帯全体が市民税非課税で、第２段階以外

本人が市民税非課税

本人が市民税課税で合計所得が 万円未満

本人が市民税課税で合計所得が 万円以上


